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請を受理した裁判所に提出された目に後者の裁判所に提出されたものと

みられなければならない｡(1996:247)

第 12条 本章に述べるところは､捜査および強制手段の使用に関する裁

判所の職務についても適用されなければならない｡問題に関する決定が遅

滞なしに行われるべきときは､このような問題は本章における規定による

以外の他の場所の裁判所も取り上げることができる｡(2000:172)

第20章 訴追の権利について､および被害者について

第 1条 犯罪のための刑事責任は､犯罪のために訴追が提起された場令

でなければ､裁判所が取り上げることはできない｡ただし裁判所は､訴訟

手続における軽罪のための責任については取 り上げることができる｡

第 2条 一般検察官は､異なる定めがないときは､公訴のもとに属する

犯罪について訴追する権限を有する｡

公訴のもとに属する犯罪について訴追する特別検察官の権限について

は別に定めるところが適用される｡

検察官は被疑者の利益のためにも上級の裁判所に上訴することができ

る｡

第 3条 全ての犯罪は､明示的に除外されていないときは､公訴のもと

に属する｡

公訴のために公的機関の許可または被害者の告訴のような特別の条件

が定められているときは､それが妥当する｡

第 4条 行為が複数の犯罪を包含し､かつそれらのいずれかが公訴のも

とに属するときは､その余の犯罪についても公訴を行うことができる｡

ある者が告訴の後にのみ公訴のもとに属する犯罪について告訴し､かつ



82 神奈川法学第40巻第2号 2007年 (662)

その犯罪に複数の被疑者が関与しているときは､公訴は全ての被疑者に

対し行うことができる｡

第 5条 被害者は､検察官または警察機関に対 し訴追のために犯罪の告

訴をすることができる｡告訴が犯罪の訴追をしうる場所以外の公的機関

になされたときは､直ちにその場所の公的機関に送致されなければならな

い ｡

第 6条 検察官は､異なる定めがないときは､公訴のもとに属する犯罪

について訴追しなければならない｡(1964:166)

第 7条 検察官は､以下各号の場合には､基本的な公共の利益または私

益が看過されないという条件のもとに犯罪の訴追を猶予することができる

(訴追猶予) :-

1.犯罪が罰金以外の制裁に導かないであろうと考えられうるとき､

2.制裁が条件付き判決になるであろうと考えられ､かつ訴追猶予の

ための特段の理由が存在するとき､

3.被疑者が他の犯罪も行っており､かつこの犯罪のための制裁を超

えて当該犯罪を理由とする制裁までは要求されないとき､または

4.若干の機能障害者に対する援助および役務に関する法律 (1993:

387)による精神医学的保護または配慮が実施されるとき｡

第 1項に掲げる場合以外においても､被疑者の再犯を防止するために

なんら制裁が要求されず､かつ事情にかんがみその他の理由によっても訴

追が要求されないという特段の理由が明らかであるときは､訴追を猶予す

ることができる｡(1997:726)

第 7条 a 訴追猶予の決定は訴追の時に存在 したか､または知られてい

たならば訴追猶予に導くような事情が訴追の後に生ずるに至ったときは､

訴追が提起された後にも与えることができる｡ただし訴追猶予は被告人
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が反対し､または判決がすでに宣告された後は決定することができない｡

(1981:1285)

第7条 b 特段の事情がそれに導くときは､訴追猶予の決定は取り消す

ことができる｡(1985:13)

第8条 被害者は､彼が犯罪を告訴し､かつ検察官が訴追を行わない旨

の決定をしたときでなければ､公訴のもとに属する犯罪について訴追を提

起することはできない｡

検察官が訴追を提起したときは､被害者は訴追を補佐する権限を有す

る;彼はまた上級の裁判所に事件を上訴することができる｡

第 1項に述べるところは､被害者が虚偽もしくは不当な訴追､虚偽の

告訴もしくたはその他犯罪に関する真実でない告発のための刑事責任に

関する訴追を提起することを妨げない｡

被害者とは､彼に対して犯罪が行われた者､犯罪により侵害された者

または損害を蒙った者である｡(1964:166)

第9条 判決が宣告された後には､公訴を取り下げることはできない｡

公訴が､被疑者が有罪であるための十分な理由が存在しないというこ

とに基づき取 り下げられるときは､被害者は公訴を引き継ぐことができ

る ;ただし彼は､取下げについて知ってから裁判所が定める最長 1月の

期間内に､裁判所にこれに関する届出をしなければならない｡被害者が訴

追の引継ぎをしないときは､彼は事後にその犯罪について訴追を提起する

ことはできない ;被告人が求めるときは､無罪の判決が与えられなければ

ならない｡

第 10条 第8条および第9条における被害者の訴追を提起しまたは提起

された訴追を引き継ぐ権利に関する規定は､以下各号の者が職務または

受任事務の行使において行った犯罪については適用されない一
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1.国務大臣､

2.最高裁判所判事または行政最高裁判所判事､

3.国会オンブズマンまたは彼の代わりに職務を行使した者､

4.国会法または他の法令により国会の委員会 (utskott)または他の国

会の機関のみが､このような犯罪について訴追の権限を有する公務員

(befattningshavare)､

5.法務監察長官または彼の代わりにその権限を行使した者､または

6.ヨーロッパ共同体司法裁判所の裁判官もしくは法務官または同第

一審裁判所の裁判官｡(1995:315)

第 11条 同一の犯罪について複数の被害者がいるときは､1人の被害者

の告訴または訴追は他の者のためにも効力を有する｡

第 12条 被害者が和解もしくはその他の方法によって犯罪の告訴もしく

は訴追をしない旨約束し､または告訴もしくは訴追を取 り下げたときは､

彼は事後に犯罪の告訴または訴追をすることができない｡犯罪が告訴の

後にのみなされる公訴のもとに属し､かつ公訴の提起前に約束がなされま

たは告訴が取り下げられたときは､事後にその犯罪について公訴の提起を

行うことはできない｡

第 13条 ある者が犯罪によって殺されたときは､彼または彼女の残され

た配偶者､直系血族相続人､父母または兄弟姉妹が､被害者と同じく犯

罪について告訴または訴追を行う権利を有する｡

そうでなくとも犯罪が行われた者､犯罪によって侵害された者または損

害を蒙った者が死亡した場合､死者が犯罪について告訴または訴追をし

ようとしないことが明らかな事情が存しないときは､上述した近親者は死

者に属したのと同様の犯罪について告訴しまたは訴追を行う権利を有す

る｡(2005:438)



(659) 新訳 ･スウェーデン訴訟手続法 (民事訴訟法･刑事訴訟法)- (1) 85

第14条 被害者が未成年であり､かつ犯罪が彼が管理 ･処分権を有しな

い財産または彼が自ら成立させられない法律行為に関するときは､彼の法

定代理人が犯罪について告訴または訴追を行うことができる｡親子法に

よる成年後見人は､犯罪が成年後見人の職務に包含される財産または法

律行為に関するときは､被害者のために同一の権利を有する｡犯罪が未

成年者自身に関わるときは､彼の監護者は犯罪について告訴または訴追

を行うことができる｡第11章第2条ないし第5条において民事事件にお

ける当事者および法定代理人について定めるところは､被害者について彼

が訴追を追行しないとしても適用される｡

被害者の訴訟代理人については第12章に定めるところが適用される｡

(1988:1260)

第 15条 検察官の訴追事件に関連して尋問される被害者は､訴訟手続に

おいて人的援助に適切な者 (付添人)を伴うことができる｡裁判所に知

られているこのような付添人は､可能であれば訴訟手続について通知され

なければならない｡

若干の場合においては､被害者補佐人に関する法律 (1988:609)によ

る被害者補佐人を任命することができる｡

被害者補佐人は被害者または被害者の法定代理人が尋問される本口頭弁

論またはその他の裁判所の集会に呼び出されなければならない｡(1994:

420)

第 15条 a 削除 (1987:747)

第 16条 法律または命令において犯罪の訴追が被害者以外の私人によっ

て提起しうることが定められているときは､彼は犯罪について告訴または

訴追を行う権利ならびに彼が提起した訴追については被害者とみられな

ければならない｡
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第 21章 被疑者および彼の弁護について

第 1条 被疑者は自ら事件を追行する権利を有する｡彼が未成年である

場合､裁判所は犯罪の性質にかんがみ､またはそうでなくとも必要と認め

られるときは､彼の監護者を尋問しなければならない ;この者は未成年者

のために事件を追行する権利を有する｡

被疑者が死亡したときは､残された配偶者､直系血族相続人､父母また

は兄弟姉妹は､判決がそれによって被疑者が犯行を行ったことを確定して

いる限り､判決に対して事件 〔上訴等〕を追行する権利を有する｡(1971:

875)

第 2条 被疑者は地方裁判所および高等裁判所における本口頭弁論の際

自身出頭する義務を負う｡ただし､事件がたとい彼が本口頭弁論の際出

頭しなくとも判断することができ､かつ彼の同席が調査上無意義と考え

られるときは､このような義務は存在しない｡

最高裁判所における本口頭弁論の際被疑者は､裁判所が彼の同席が調

査上必要であると認めるときは､自身出頭する義務を負う｡

準備手続の集会およびその他の弁論の際被疑者は､彼の同席が集会の

目的に寄与すると考えられるときは､自身出頭する義務を負う｡

被疑者が自身出頭する義務を負う時は､裁判所はそれを命 じなければ

ならない｡

被疑者が自身出頭する義務を負わない時､彼の事件は代理人によって追行

することができる｡代理人については第12章の規定が適用される｡(1987:

747)

第3条 事件の準備および追行の際被疑者は弁護人の補佐を受けること

ができる｡

弁護人は被疑者によって選任される｡被疑者が18歳未満または重大な

精神的障害を蒙る者であるときは､弁護人は彼の監護者によって選任さ
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れる｡被疑者が訴訟代理人を有しているときは､その代理人は弁護人と

みられる｡

ある者が被疑者に対する職務もしくは彼との経済的結合を有するかま

たは有したことがあり､かつその事情が第7条第 1項による弁護人の義

務を遵守する能力に対する信頼の減弱に寄与するときは､その者は弁護

人になることができない｡外国の国民または王国外に住所を有する者は､

王国の安全にかんがみ不適切であるときは弁護人になることができない｡

その他､弁護人については第12章第2条ないし第5条および第6条第2

項が適用される｡(1992:1511)

第3条a 被疑者が逮捕または勾留された場合､彼が求めるときは公共

弁護人が任命されなければならない｡公共弁護人は､拘禁6月よりも軽

い刑罰が定められていない犯罪の嫌疑を受けている者のためにも､申出に

基づき任命されなければならない｡

公共弁護人はさらに以下各号の場合にも任命されなければならない-

1.犯罪に関する調査にかんがみ被疑者が弁護人を必要とするとき､

2.いかなる制裁を選択すべきかが疑わしく､かつ罰金もしくは条件付

き判決またはそれらの制裁の併科以外の制裁に処すべき理由が存する

ことにかんがみ弁護人が必要とされるとき､または

3.その他､被告人の人的関係または事件の事情にかんがみ特段の理

由が存するとき｡

被疑者が自ら選任した弁護人によって補佐されるとき､この弁護人に

併せて公共弁護人を任命することはできない｡(1983:920)

第4条 公共弁護人は裁判所によって任命される;裁判所は事件を完結し

たとき､被疑者が上訴するかまたは上訴期間が経過するまで､上級の裁

判所において彼を補佐する弁護人を任命することができる｡

公共弁護人の任命の問題は､それに関する申出がなされたとき､または

そうでなくとも裁判所がそのための理由があると認めるときは取り上げな
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第 5条 公共弁護人にはそのために適切と認められる弁護士が任命され

なければならない｡特段の理由が存在するときは､裁判官職のための資格

として規定されている学識試験に合格しているその他の適切な者をこのよ

うな弁護人に任命することができる｡なるべくその裁判所のもとで訴訟代

理人として常時活動している者が用いられるべきである (bar)｡

被疑者が公共弁護人としてそのための資格を有する者を提案した場合､彼

の利用が著しい費用の増加を伴うか､またはそうでなくともそれに反する特

段の理由が存しないときは､その者を任命 しなければならない｡(1972:

430)

第 6条 公共弁護人の必要が消滅したとき､またはその他取消しのため

の正当な理由が存在するときは､公共弁護人の任命を取 り消すことがで

きる｡被疑者が自ら他の弁護人を選任 したときは､著しい支障が生 じな

ければ任命は取り消さなければならない｡

公共弁護人は裁判所の同意なしには他の者を自己の代わりに用いるこ

とができない｡(1983:920)

第 7条 弁護人は熱意と配慮をもって被疑者の権利を擁護し､かつこの

目的のために事案の正当な解明に努めなければならない｡

弁護人はできる限り速やかに､被疑者との協議を通じて弁護を準備す

べきである｡

第 8条 弁護人は捜査および裁判所における事件の処理 (behandling)

の間､被疑者の権利を擁護するために必要な申出をし､および措置をと

り､ならびに事件が上訴されるときは上級の裁判所において彼を補佐する

ことができる｡
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第 9条 逮捕または勾留されている者の弁護人は､彼との面接を拒否さ

れてはならない｡弁護人は被逮捕者または被勾留者と秘密裏に話すこと

ができる ;ただし公共弁護人以外の者は､捜査指揮者もしくは検察官が

同意したとき､*または裁判所が調査上もしくは拘置場の秩序もし〈は安

全のために支障なく行われうると認めるときにのみ限られる｡

公共弁護人および被疑者により選任され裁判所に届け出られた弁護人

は､本口頭弁論またはその他の弁論のための裁判所の集会に呼び出され

なければならない｡

*捜査指揮者または検察官が秘密裏の会話に同意しないときは､弁護人は裁判所
の審査を求めることができる｡

第 10条 公共弁護人は､その職務のために要した労働､時間の消費およ

び支出に対する合理的な補償を公費から受ける権利を有する｡労働のた

めの補償は､委託の性質および範囲にかんがみ合理的な時間の消費を基

本とし､かつ政府が定める時間制費用基準を適用 して決定されなければ

ならない｡

時間補償は､なされた委託の有能性および配慮ならびにその他乗離を

理由付ける有意義な事情が存するときは時間制費用基準から東経するこ

とができる｡

政府または政府が定める公的機関は､若干の場合における補償の決定

にあたって適用されるべき料金表を作成 し､かつ時間の消費の補償の寡

定に関する規定を与える｡

公共弁護人は被疑者から補償を受けることを要求し､またはこれを受

け取ってはならない｡それがなされたとき､取決めは無効であり､公共弁

護人は被疑者に彼または彼女が受け取ったものを返還 しなければならな

い｡(1996:1624)

第 10条 a 補償に関する決定に対 し上訴した公共弁護人は､特段の理由

が存するときにのみ､上級審においてその請求を支持するための新たな事
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実を援用することができる｡(1988:214)

(654)

第 11条 第 1条により尋問される監護者は､証人について定めるところ

により補償および前払を受ける権利を有する｡補償は国から支払われな

ければならない｡(1971:240)

第 12条 集会に出頭するよう呼び出された被疑者は､彼または彼女の経

済的関係､出頭に関連して生じうる費用およびその他の事情にかんがみ

合理的であるときは､公費から旅費および滞在費の補償を受けることが

できる｡裁判所は補償の前払を承認することができる｡

補償は政府が定める規定により支払われる｡(1996:1624)

第 22章 犯罪を理由とする私的請求について

第 1条 犯罪を理由とする被疑者またはその他の者に対する訴えは､狗

罪の訴追に関連して行うことができる｡請求が訴追に関連して取り上げ

られないときは､訴えは民事事件について定める手続により行われなけれ

ばならない｡

第 2条 私的請求が公訴のもとに属する犯罪に基づくものである場合､重

大な支障なしにそれを行うことができ､かつ彼の請求が明らかに不当でな

いときは､検察官は被害者の求めにより､訴追に関連して被害者の訴え

についても準備 し､追行する義務を負う｡被害者が請求権を訴追に関逮

して取り上げようとするときは､彼は捜査指揮者または検察官に請求に

ついて届出をし､かつ請求を支持する事実に関する情報を供与しなけれ

ばならない｡

捜査指揮者または検察官は犯罪に関する調査の際､私的請求が犯罪に

基づき支持されうると認めるときは､可能であれば訴追前の余裕ある時期

にこの旨を被害者に通知しなければならない｡
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第1項および第2項は請求が他の者によって承継されたときにも通用

されなけjMどならない｡(1988:6)

第3条 犯罪を理由とする私的請求に関する訴えが裁判所において独立

の事件として追行されるとき､裁判所は適切と認めるときは､事件が訴

追に関連して処理されるべき旨命ずることができる｡

第4条 被害者が事件を追行する 〔相手方である〕被告人もしくはその

他の者または第三者において､訴追との共同取扱いのために第14章第5

条に係る訴えを提起する権利については上述の法文に定めるところが準

用される｡

第5条 私的請求に関する事件が訴追に関連して処理に取り上げられた

場合､共同の取扱いの続行が重大な支障を伴うであろうときは､裁判所

は事件が民事事件に関する定めにより別個の事件として取り扱われるべ

き旨命ずることができる｡(1988:6)

第6条 訴追が取り下げられもしくは却下され､または被害者が犯罪に

ついて訴追を行う権利を失った旨宣言された場合､当事者が申し立てる

ときは､裁判所は私的請求に関する事件が別個の事件として民事訴訟の

ために定める手続において取り扱われる旨命ずることができる｡このよう

な申立てがなされないときは､訴えは消滅したものとみられなければなら

ない｡

ただし､相手方当事者が 〔本案の〕答弁に入った後当事者が私的請求

に関する訴えを取り下げた場合､相手方が申し立てるときは､その訴えは

審査されなければならない｡

このような申立てがなされないときは､訴えは消滅したものとみられな

ければならない｡
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第7条 犯罪を理由とする私的請求の訴えが訴追に関連してなされ､か

つ訴追された行為が可罰的でないと認められるとき､それにもかかわらず

訴えを審査することができる｡(1969:588)辛

*犯罪の主観的要件を欠くため無罪となる場合など｡

第8条 第20章第10条に係る公訴のもとに属する犯罪に基づく私的請

求に関する訴えは､犯罪の訴追が行われるか､またはこのような犯罪の訴

追を決定する権限を有する者によって補佐されなければ､提起することが

できない｡(1981:1312)

第 23章 捜査について

第 1条 捜査は､告訴またはその他の理由に基づき､公訴のもとに属す

る犯罪が行われたと考えられる事由が存する 伍nnsanledningattanta)と

きは､速やかに開始されなければならない｡

ただし､犯罪について調査を行うのが可能でないことが明らかなとき

は､捜査を開始することを要しない｡他の若干の場合に捜査を開始する

必要がないことは第4条aおよび第22条に定められる｡

犯罪が公訴のもとに属するために告訴が要求される場合､告訴を待つ

ことが危険を意味するときは､告訴なしに捜査を開始することができる｡

このような場合は､被害者にその旨を速やかに通知しなければならない｡

彼がその際に訴追のための告訴をしないときは､捜査は中止されなければ

ならない｡(1994:1412)

第2条 捜査の間に､誰が犯罪について合理的に疑われうるか､および

彼に対する訴追のための十分な理由が存するかが調査され､かつ証拠調

べが本口頭弁論の際連続して実施できるように事件の準備がなされなけ

ればならない｡
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第3条 捜査を開始する決定は警察機関または検察官によってなされな

ければならない｡捜査が警察機関によって開始され､かつ事案が簡易な性

質のものでないときは､ある者が犯罪のために合理的に疑われうるや杏

や､その犯罪に関する捜査の指揮は検察官によって引き継がれなければな

らない｡検察官はその他の場合においても特段の理由が要求する時は描

揮を引き継がなければならない｡

捜査が検察官によって指揮される時､彼は捜査の実施にあたって警察

機関の援助を利用することができる｡彼はまた､措置の性質にかんがみ適

切であるときは､警察官に対 し捜査に属する若干の措置の執行を委ねる

ことができる｡

捜査が開始される前に､警察官は尋問を行い､かつ調査上有意義なそ

の他の調査措置をとることができる｡ (1994:1412)

第 4条 捜査にあたっては､被疑者に不利益な事実のみならず､彼に刺

益な事実も顧慮 し､かつ彼に有利な証拠を保全 しなければならない｡捜

査は何人も不必要な嫌疑を受け､または出費もしくは支障を蒙ることが

ないように遂行されるべきである｡

捜査は諸般の事情が許す限度で迅速に遂行されなければならない｡撹

査を遂行する理由が存在しなくなったときは､捜査は中止されなければな

らない｡

第4条a 捜査は以下各号の場合にも中止される-

1.調査の続行が事案の重要性と合理的な関係に立たないほどの費用を

要求し､かつ加えて犯罪が裁判の結果 (ihandelseavlagf6ring)罰金

よりも重い制裁に導かないであろうと考えられるとき､または

2.犯罪に関する訴追が､第20章における訴追猶予もしくは特別の訴

追審査に関する規定の結果行われないであろうと考えられ､かつ捜査の

中止によって重大な公益もしくは私益が看過されることがないとき｡

第 1項による捜査を中止するための要件がすでに捜査の開始前に存荏
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するときは､捜査は開始されない旨決定することができる｡

本条による決定は検察官によってなされる｡(1985:13)

(650)

第5条 被疑者のために第21章第3条aにより公共弁護人が任命される

べきときは､捜査指揮者はこの旨を裁判所に通知する義務を負う｡捜査

指揮者はまた裁判所に､被害者が被害者補佐人を得ることを求めるとき､

またはそうでなくともこのような補佐人を任命すべき理由があるときは､

この旨を通知しなければならない｡(1988:610)

第 6条 捜査においては調査上有意義な情報を与えうると考えられる何

人に対しても尋問を行うことができる｡

第 6条a 捜査中に尋問されるべき者は､個別的事案における事情にか

んがみ適切なときは､尋問の際に出頭するよう過料の制裁付きで呼び出

すことができる｡尋問が電話によって行えるとき､または尋問が行われる

べき場所と被呼出人の住居もしくは継続的に滞在する場所との道路距離

が10マイル 〔100キロメートル〕を超え､かつ尋問を行うことが調査上

著しく重要ではないときは､過料を命ずることはできない｡

第1項による過料付き命令は捜査指揮者または尋問を指揮する警察官

によって発せられる｡

過料の制裁付きで呼び出された者が出頭しないときは､事後の日にお

ける尋問の呼出しに関連して新たな過料を命ずることができる｡(2002:

440)

第 6条 b 第6条aの支持をもって命じられた過料の賦課の問題は検察

官によって審査される｡

過料の支払を義務付けられた者は､彼または彼女がその決定を告知さ

れた日から3週間内にこれに関する裁判所の審査を求めることができる｡

このような審査の申出は検察官のもとになされ､検察官はこれに自己の意
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兄を付して裁判所にその案件を送付しなければならない｡

上述の期間内に裁判所の審査の申出がなされなかったときは､検察官

の決定は強制執行法により執行することができる｡(2002:440)

第 7条 正当な理由なく尋問のために出頭すべき旨の呼出しに応ずるこ

とを怠る者は､尋問が行われるべき場所と彼または彼女の住居または秤

出状の受領の際滞在する場所との間の道路距離が10マイル内であるとき

は､尋問のために勾引することができる｡

尋問が行われるべき場所から10マイルの道路距離内に滞在する者は､

捜査に係る犯罪が拘禁を伴いうるもので､かつ彼または彼女が呼出しに

応じないこと､または彼または彼女が呼出しを起因として証拠の隠滅もし

くはその他の方法により調査を困難ならしめることが合理的に危倶される

ときは､呼出しの先行なしに勾引することができる｡

尋問を行うことが調査上特に重要である時は､第1項または第2項に

よる勾引は距離にかかわらず実施することができる｡

証人またはその他犯罪の嫌疑なしに尋問される者の勾引は､このような

措置のための特に重要な理由が存在する時にのみ行うことができる｡

尋問される者が逮捕または勾留されているときは､彼または彼女を尋問

のために定められた場所に出頭させなければならない｡(2002:440)

第8条 犯罪が行わゴ1た現場にいた者は､警察官の指示 (tillsagelse)に

基づきその直後になされる尋問のために同行する義務を負う｡彼が正当

な理由なくそれを拒否するときは､警察官は彼を尋問のために連行するこ

とができる｡

第1項に述べるところは､犯罪が拘禁4年よりも軽い刑罰が規定され

ているものでないときは､犯罪が行われて間もない現場に近接する区域内

にいる者にも適用される｡これはまたこのような犯罪が未遂の場合にも適

用される｡

第1項および第2項の規定は捜査が開始される前においても適用され
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第9条 逮捕または勾留されていない者は6時間よりも長く尋問のため

に留まる義務を負わない｡犯罪のために疑われうる者について尋問を続行

することが特に重要であるときは､彼はさらに6時間留まる義務を負う｡

15歳未満の者は3時間よりも長く尋問のために留まる義務を負わない｡

調査上特に重要であるときは､被尋問者はさらに3時間留まる義務を負

う｡

尋問が終了しまたは被尋問者が留まる義務を負う時間が経過した後は､

彼は直ちに立ち去ることができる｡特段の理由がなければ､彼はその徳

12時間よりも早く新たな尋問のために出頭することを要求されない0

犯罪のために疑われうる者は､介入､秩序または安全の目的にかんがみ

止むを得ないときは､彼が留まる義務を負う時間内は拘束することができ

る｡(1998:24)

第 10条 尋問の際は可能な限り､捜査指揮者が求めた信頼性のある証人

が同席しなければならない｡

捜査指揮者は､尋問の際証人以外の他の者が同席することができるか

否かについて決定しなければならない｡第18条第2項による尋問が被疑

者の求めに基づき行われる際は､彼および彼の弁護人は同席する権利を

有する｡その他の尋問の際も､調査上支障が生じなければ弁護人は同席

することができる｡

被害者補佐人は被害者の尋問の際同席する権利を有する｡付添人につ

いても､彼の同席が調査上支障がなければ同様である｡

被尋問者が15歳未満である場合､調査上支障が生じないときは､尋問

の際に彼の監護者が同席すべきである｡

捜査指揮者は尋問の際に現れた事項を洩らしてはならない旨命ずるこ

とができる｡(1994:420)
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第 11条 被疑者または彼の弁護人が尋問に同席するときは､捜査指揮者

の定める手順において被尋問者に発問することができる｡このことは被害

者に対する尋問の際の被害者補佐人についても同様である｡その他の者

が尋問に同席するときは､この者は尋問の際捜査指揮者の許可なく被尋

問者と話してはならない｡(1998:610)

第 12条 尋問の間､自白またはある方向-の供述を獲得する目的で､特

別の利益に関して意図的に不正確な情報を与え､約束をしもしくは示唆

すること､脅迫､強制､著しく疲労させること､またはその他の不当な措

置を用いてはならない｡被尋問者は通常の食事の摂取または必要な休息

を奪われてはならない｡

第 13条 ある者が尋問の際調査上重要な事項について供述することを拒

否し､かつ訴追が提起された場合には彼が事件においてそれについて証言

する義務を負うとき､またはそうでなくとも事件について証言する義務を

負う者がすでに捜査段階において証人として尋問されることが調査上特

に重要であるときは､捜査指揮者の求めに基づき､裁判所の前で彼に村

する証人尋問を行うことができる｡

第 1項に係る尋問は､ある者が犯罪について合理的に疑われうる段階

まで捜査が進展する前には行うことができない｡尋問については本口頭弁

論外の証拠調べについて定めるところの適用できる部分が適用される｡被

疑者は尋問に同席する機会を与えられなければならない｡

彼の出頭に対する補償は､政府が定める規定により公費から支払われ

る｡(1996:1624)

第 14条 捜査指揮者は鑑定人から意見を入手することができる｡公的機

関以外の者から意見を入手する前に､それに反する特段の理由が存しな

いときは､被疑者または彼の弁護人は､鑑定人の選択について意見を逮

べる機会を与えられなければならない｡
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鑑定人がすでに捜査中に裁判所によって任命されるべきときは､捜塞

指揮者は裁判所にこれに関する申出を行うことができる｡彼はまた裁判

所に､文書証拠の提出もしくは検証の目的物が用意されるべき旨または

証拠として有意義と考えられる公文書が捜査の際に提出されるべき旨の

命令を求めることができる｡ (1990:443)

第 15条 本口頭弁論の際援用されるべき証拠がその前に失われるかまた

はその援用が極めて困難になる危険があるときは､捜査指揮者または被

疑者の申立てに基づき､裁判所は直ちにその証拠調べを行うことができ

る｡この証拠については本口頭弁論で取り調べられる証拠について定める

ところの適用できる部分が適用される｡証拠の取調べおよび被疑者の戟

判所への出頭の費用は､公費から支払われなければならない｡被疑者の

出頭の費用は政府が定める規定により支払われる｡ (1996:1624)

第 16条 捜査中における強制手段の使用については第24章ないし第28

章に定めるところが適用される｡

第 17条 捜査中に捜査指揮者の執務区域外の場所における尋問またはそ

の他の措置が必要とされるときは､彼は措置をとるべき場所における警察

機関の援助を得ることとができる｡

第 18条 捜査が犯罪についてある者が合理的に疑われる段階にまで至 り

彼が尋問されるときは､彼はその嫌疑について通知されなければならない｡

被疑者および彼の弁護人は､捜査上生起した事項について調査に支障がな

い限り継続的に知る権利を有する｡彼らはさらに､彼らが望ましいと考え

る調査について申し述べ､およびその他彼らが必要と考えるところを主張

することができる｡これに関する教示は､被疑者および彼の弁護人がこれ

を準備するために合理的な時間的余裕を置いて与えられかまたは送付され

なければならない｡これがなされる前に訴追を決定してはならない｡
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被疑者または彼の弁護人の申出に基づく尋問またはその他の調査は､そ

れが捜査上有意義であると考えられるときは行われなければならない｡こ

のような申出が排斥されるときは､その理由を示さなければならない｡

検察官は訴追の問題について決定する前に､それが訴追決定またはそ

の他事案の事後の取扱いのために利益になると考えられるときは､被疑者

または弁護人と特別の集会をもっことができる｡ (1987:747)

第 19条 捜査指揮者が､第18条第2項に係る申出を認容せずに彼の必

要と考える調査を終了したとき､または被疑者が調査にその他の欠陥が

あると考えるときは､被疑者は裁判所にその旨を届け出ることができる｡

裁判所はできる限り速やかにこの届出について審査を行わななければな

らない｡そのための理由が存するときは､裁判所は被疑者もしくはその他

の者を尋問し､または必要と認められるその他の措置をとることができ

る｡被疑者の裁判所への出頭の補償は政府が定める規定により支払われ

る｡ (1996:1624)

第20条 捜査が終結したときは､訴追が提起されるべきか否かに関する

決定がなされなければならない｡(1957:38)

第21条 捜査にあたっては､調査上生起した有意義な事項について調書

が作成されなければならない｡

被疑者またはその他の者の供述が録取された後､被尋問者は､朗読ま

たはその他の方法によって録取を検討する機会を与えられなければならな

い｡彼はまた内容に異議があるか否かについて尋ねられなければならな

い｡録取および検討は尋問が終了する前､または尋問が特に包括的であ

るかもしくは複雑な事実関係を取り扱うものであるときは､その終了後で

きる限り速やかに行わなければならない｡変更を伴わない異議は記載され

なければならない｡検討の後に録取を変更することはできない｡供述が検

討の後に初めて調書に記載されたときは､当初の録取は一件記録に添付
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されなければならない｡

軽微な事件においては調書の代わりに､捜査上生起した重要な事項に

関する要約書 (korぬttandeanetckningar)を作成することができる｡

訴追が決定されるや否や､被疑者または彼の弁護人はその申出に基づ

き調書または捜査上の要約書の謄本を求める権利を有する｡公共弁護人

が被疑者のために任命されたときは､特別の申出なしに謄本を弁護人に

交付または送付 しなければならない｡(1999:72)辛

* 録音または録画は本条における供述の録取に該当する｡録音､録画は原則とし

て供述の全部を再現すべきである｡完全な供述全部の録音､録画については被尋問者

の側からのコントロールは必要でないと解されている｡

第22条 本章による捜査の実施は､訴追のための十分な理由が存在し､

かつ罰金以外の制裁に導くとは考えることができない犯罪､または第45

章第2条第 1項もしくは第2項に係る犯罪については要求されない｡こ

のような場合における押収は､第27章に定めるところにより行うことが

できる｡

検察官が提起 した訴追を拡大しようとするときは､本章による捜査を

行うことなくすることができる｡(2004:504)

第23条 訴追が提起された後により以上の調査が必要と認められるとき

は､それについて本章に定めるところの適用できる部分が適用される｡

第24条 捜査指揮者の活動､第18条第 1項第4文による教示ならびに

調書および捜査上の要約書に関する細則は政府が定める｡ (1987:747)

第 24章 勾留および逮捕について (本章は法律 1987:1211により新

たな条文の文言となった｡)

第 1条 拘禁 1年またはそれを超える制裁が規定されている犯罪のため
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に疑うべき相当な蓋然性ある理由が存在する者は､犯罪の性質､被疑者

の行状 ･環境またはその他の事情にかんがみ､以下各号の危険が存する

ときは勾留することができる-

1.逃亡またはその他の方法で法的手続 (1agf6ring)または刑罰を免

れること､

2.罪証の隠滅またはその他の方法で事案の調査を困難ならしめるこ

と､または

3.犯罪的活動を継続すること｡

拘禁2年よりも軽い刑罰が規定されていない犯罪については､勾留の

理由が欠けていることが明白でないときは勾留が行われなければならな

い ｡

勾留は､この措置のための理由が､被疑者にとって措置が意味する倭

害もしくはその他の不利益または他の対立する利益を超えるときにのみ行

うことができる｡

被疑者が罰金にのみ処せられると考えられるときは､勾留をしてはなら

ない｡*(1989:650)

* 本項はわが国でも立法 ･法解釈上参考に値すると考える｡

第 2条 犯罪のために疑うべき相当な蓋然性ある理由が存在する者は､

以下各号の場合には犯罪の性質にかかわりなく勾留することができる､-

1.彼が未知の者であり､かつ氏名および住所を開示するのを拒否し､

またはこれに関する彼の情報が真実でないと考えられるとき､または

2.彼が王国内に住所を有せず､かつ彼が王国から離れることによって

法的手続または刑罰を免れる危険が存するとき｡(1987:1211)

第 3条 犯罪のために合理的に疑われるのみの者も､以下各号の場合に

は第19条による制限をもって勾留することができる-

1.第 1条第1項､第3項および第4項または第2条に述べるところ

の勾留のためのその余の要件が充足されており､かつ
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2.犯罪に関するそれ以上の調査を行うために彼を拘束することが特

に重要であるとき｡(1989:650)

第 4条 被疑者の年齢､健康状態またはその他同様の事情に基づき､勾

留が被疑者にとって重大な不利益を伴う危険がありうる場合､勾留は保

全的監視 (betryggande6vervakning)を実施することができないこと

が明白なときにのみ行いうる｡勾留が子にとって重大な不利益を伴う危

険がありうる出産後間もない婦女についても同様である｡被疑者が監視

に服しようとしないときは､勾留しなければならない｡

18歳未満の者の勾留に関するそれ以上の制限については特別の定めが

存する｡

勾留の代わりに旅行禁止および届出義務が用いられることについては第

25章に規定される｡(1987:1211)

第5条 ある者を勾留する決定は裁判所が発する｡勾留決定には嫌疑に

係る犯罪および勾留の事由を示さなければならない｡

勾留の取消しについては第20条に規定が存する｡(1987:1211)

第5条a 裁判所はある者の勾留を決定し､ある者が拘置所に留まるべ

きことを命じ､または訴追提起の期間の延長を認めるときは､同時に檎

察官の申出に基づき被拘置者の外界との接触を制限すべきか否かについ

て審査しなければならない｡このような制限の許可は､被疑者が証拠を隠

滅しまたはその他の方法で事案の調査を困難ならしめる危険が存すると

きにのみ与えられる｡

事後に生じた理由に基づき必要な場合は､たとい裁判所が制限の許可

を与えていないときでも､検察官は被拘置者と外界との接触の制限を意

味する決定を発することができる｡検察官がこのような決定を発したとき

は､彼はその日または遅くともその翌日に第 1項による裁判所の審査を

求めなければならない｡このような申出が裁判所に提出された時は､裁判
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所はできる限り速やかかに､かつ遅 くとも1週間内にこの問題に関する弁

論を行わなければならない｡裁判所におけるこの取扱いの際は勾留弁論に

ついて定めるところが適用される｡

制限の許可は､裁判所が､ある者が拘置所に留まるべきことまたは訴

追提起の期間の延長を認めることに関連 して許可の存続を認めないとき

は消滅する｡(1998:601)

第 6条 ある者を勾留すべき理由が存するときは､勾留問題に関する戟

判所の審査を行うために彼を逮捕することができる｡

勾留のための十分な理由は存 しないが､しかし被疑者が犯罪について合

理的に疑われる場合､それ以上の調査を行うために留置する (tasifarvar)

ことが特に重要であるときは､彼を逮捕することができる｡

逮捕の決定は検察官が発する｡逮捕決定には嫌疑に係る犯罪および逮

捕の事由を示さなければならない｡(1987:1211)

第 7条 ある者を逮捕すべき理由が存する場合､警察官は緊急を要する

ときは逮捕決定なしにも彼を拘束 (gripa)することができる｡

拘禁が伴いうる犯罪を行った者に犯行現場で､または彼がそこから逃走

中に出会ったときは､何人でも彼を拘束することができる｡また何人も犯

罪のために探索 ･手配 (efterlysa)されている者を拘束することができ

る｡被拘束者は速やかに最寄 りの警察官に引き渡されなけi引どならない｡

(1987:1211)

第 8条 ある者を逮捕する決定が彼の不在の場で発せられたときは､汰

定が執行されるや否や彼は警察官または検察官によって尋問されなけれ

ばならない｡検察官が自由剥奪についてすでに通知されているのでなけれ

ば､速やかに彼に対 しこの旨の届出がなされなければならない｡検察官は

尋問の後直ちに被疑者が引き続き逮捕されるべきか否かについて決定 し

なければならない｡
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ある者が第7条により拘束されたときは､彼はできる限り速やかに警察

官または検察官によって尋問されなければならない｡検察官が自由剥餐

についてすでに通知されているのでなければ､速やかに彼に対しこの旨の

届出がなされなければならない｡検察官は尋問の後直ちに被疑者が逮捕

されるべきか否かについて決定しなければならない｡被疑者が逮捕されな

いときは､拘束に関する決定は直ちに取り消されなければならない｡

検察官が自由剥奪について通知される前に､自由剥奪を継続すべき理

由が存しないことが明らかなときは､拘束の決定は警察機関において取り

消すことができる｡拘束に近接する場合には､同一の条件のもとにその決

定をした警察官も取り消すことができる｡

犯罪について疑われている者が逃亡し､かつ彼を逮捕すべき理由が存す

るときは､検察官は彼を探索 ･手配することができる｡(1998:24)

第9条 ある者が拘束もしくは逮捕されまたは第8条第1項による逮捕

決定が執行されるとき､被自由剥奪者は彼が疑われている犯罪および自

由剥奪の事由について告知されなければならない｡被逮捕者の直近の親

族およびその他被逮捕者と特別に親しい者は､調査上支障がない限り逮

やかに逮捕について通知されなければならない｡ただしこのような通知

は､特段の理由がなければ被逮捕者の意思に反して行ってはならない｡

(1998:24)

第 10条 逮捕決定の理由が存しなくなったときは､検察官は直ちにこの

決定を取り消さなければならない｡(1987:1211)

第 11条 逮捕決定が取り消されないときは､検察官は第12条に述べる

期間内に書面または口頭で裁判所に対 し被疑者の勾留申立てに関する主

張 (framstallning)をしなければならない｡

この申立ての主張においては､嫌疑に係る犯罪､勾留申立ての事由お

よび自由剥奪の時点を示さなければならない｡
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被逮捕者および彼の弁護人は､可能であるときは検察官の配慮によって

勾留申立ての主張について直ちに通知されなければならない｡(1987:1211)

第 12条 勾留申立てに関する主張は遅滞なく､かつ遅くとも逮捕決定後

の3日目の12時までになされなければならない｡

逮捕決定が被疑者の不在の場で発せられたときは､第 1項の適用にあ

たって決定が執行された日が決定の日とみられる｡

所定の期間内に勾留申立てに関する主張がなされないときは､検察官

は逮捕決定を直ちに取り消なければならない｡(1995:1310)

第 13条 勾留申立てに関する主張がなされたときは､裁判所は遅滞なく

勾留問題に関する弁論を行わなければならない｡

勾留弁論は､被疑者が拘束された日または逮捕決定が執行された後4

日よりも遅くには決して行うことができない｡(1995:1310)

第 14条 勾留弁論の際は､勾留を申し立てる者および特段の支障がない

ときは被逮捕者が同席しなければならない｡

勾留を申し立てる者は､その申立てを基礎付ける事実を示さなければ

ならない｡第5条 aによる制限の許可の申出についても同様である｡被

逮捕者および彼の弁護人は意見を述べる機会を有しなければならない｡特

段の理由がなければ､捜査書類が包含するものおよびその他当事者が逮

べるところ以外の犯罪に関する調査資料を提出することができない｡

(1998:601)

第 15条 勾留尋問は､可能であるときは､勾留問題が判断できるまで中

断なしに継続しなければならない｡

延期はそのための特段の理由が存するときにのみ行うことができる｡延

期は被疑者がそれを求めないときは､4日よりも長くなってはならない｡

弁論が延期されるときは､裁判所が異なる定めをしなければ逮捕が存続
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第 16条 勾留弁論が終結した後､裁判所は直ちに勾留問題に関する決定

を与えなければならない｡

裁判所に同席しない被逮捕者の勾留が決定されたときは､第17条第3

項および第4項が適用される｡

勾留が決定されないときは､裁判所は直ちに逮捕決定を取 り消さなけ

ればならない｡(1987:1211)

第 17条 逮捕されていない者を勾留することに関する問題は､検察官の

申立てに基づき取り上げることができる｡訴追後には裁判所は被害者の

申立てに基づきまたは職権でこの間題を取 り上げることもできる｡

第 1項による勾留の問題が提起されたとき､裁判所の前の勾留弁論は

できる限り速やかに行われなければならない｡このような弁論について

は､第 14条ないし第 16条に定めるところの適用できる部分が適用され

る｡ただし､被疑者が弁論に呼出しを受けているとき､または彼が逃亡そ

の他の方法で勾留を免れると考えるべき理由が存するときは､彼の欠席

は弁論のための障害を構成しない｡被害者が呼出しを受けているにもかか

わらず不出頭のときは､それでも勾留問題を判断することができる｡

裁判所が､裁判所に同席しない者の勾留に関する問題について決定し

たときは､決定が執行されるか､または同席のための障害が消滅するや否

やこれに関する通知が裁判所にもたらされなければならない｡

第3項による通知がなされた時は､裁判所は遅滞なく勾留問題に関す

る弁論を行わなければならない｡勾留弁論は勾留決定が執行されまたは

被疑者の裁判所における同席への障害が消滅した後4日よりも遅 くには

決して行うことができない｡(1995:1310)

第 18条 裁判所は勾留について決定する場合､訴追がまだ提起されてい

ないときは､訴追が提起されるべき期間を定めなければならない｡この期
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間はやむを得ず必要とされるものよりも長く定めてはならない｡

定められた期間が不十分である場合､期間の経過前に期間延長が求め

られたときは､裁判所はこれを認めることができる｡被疑者または彼の弁

護人は可能であれば意見を述べる機会を与えられなければならない｡

訴追が2週間内に提起されないときは､裁判所は､被疑者が勾留され

ている限りかつ訴追が提起されるまで､最長2週間の間隔で勾留問題に

ついて新たな弁論を行い､その際とりわけ捜査ができる限り迅速に行われ

るよう監視しなければならない｡調査にかんがみまたはその他の理由によ

り上述の期間内における弁論が無意義であることが明らかなときは､裁判

所はより長い間隔を定めることができる｡

裁判所が第3条による勾留または裁判所に同席しない者の勾留につい

て決定するときは､訴追提起の期間を定めることを要しない｡(1987:

1211)

第 19条 裁判所に同席する者が第3条の支持をもって勾留されたとき

は､検察官は被疑者が犯罪を行ったことについて相当な蓋然性のある哩

由が存すると考えるや否や､この旨を裁判所に通知しなければならない｡

裁判所はこのような通知の後遅滞なく勾留問題に関する新たな弁論を行

わなければならない｡弁論は通知にかかわりなく勾留決定から1週間内に

必ず行わなければならない｡

弁論が行われる時点において被疑者が犯罪を行ったことについて相当

な蓋然性のある理由が存在しないか､またはその他もはや勾留の理由が存

しないときは､勾留に関する決定は直ちに取り消されなければならない｡

(1995:1310)

第20条 裁判所は以下各号の場合には直ちに勾留決定を取り消さなけれ

ばならない､-

1.第18条に係る期間内に訴追が提起されなかったか､もしくは期間

の延長が求められなかったとき､または
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2. もはや決定のための理由が存しないとき｡

訴追が提起される前は､勾留決定は検察官によっても取り消されうる｡

裁判所はこの措置について速やかに通知を受けなければならない｡(1987:

1211)

第 21条 被疑者が犯罪について有罪判決を受け､かつ彼が勾留されてい

るときは､裁判所は本章に述べる勾留の根拠規定により､判決が確走刀

を取得するまで彼を引き続き勾留すべきか否かについて審査 しなけjlばな

らない｡被疑者が勾留されていないときは､裁判所は勾留すべき旨命ずる

ことができる｡制限の許可については第5条aの規定が適用される｡

第 1項の適用にあたって､被疑者が刑罰を免れる危険が存する場合の

勾留に関する本章の規定は､被疑者が国外追放を免れる危険が存する場

合にも妥当する｡裁判所が国外追放を決定したときは､犯罪の法定刑が

拘禁 1年またはそれを超えるものでないにもかかわらず､勾留に関する命

令をすることができる｡ただし勾留に関する命令は､有罪判決を受けた者

がその事件における自由剥奪の制裁として服役している期間については妥

当しない｡(1998:601)

第 22条 拘束､逮捕または勾留される者は留置されなければならない｡

ただし拘束された者は､拘束､秩序または安全の目的にかんがみやむを得

ないときでなければ留置することを要しない｡勾留される者は遅滞なく拘

置所に収監されなければならない｡

勾留を起因した犯罪またはその他の疑われている犯罪の調査上､被勾

留者を第1項に述べる場所以外に拘置することが特に重要であるときは､

裁判所は検察官の申出に基づき当分の間拘置所に収容されない旨命ずる

ことができる｡裁判所または検察官は､被勾留者が拘置所に収容された

後に､彼を尋問またはその他の措置のために拘置所以外の場所に移す冒

決定することもできる｡

勾留されかつ裁判精神医学的検査を受ける者または受けている者の留
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置については､特別の規定が存する｡(1998:24)

第23条 犯罪について疑われる者は､その同意 〔の有無〕にかかわりな

く､本章またはその他の法律の規定による以外には身柄を留置されない｡

犯罪について疑われる者が尋問のために留まるべき義務については､第

23章に規定が存する｡(1987:1211)

第24条 逮捕または勾留された者の処遇､ならびに無実の被逮捕者また

は被勾留者に対する公費による補償については特別の規定が存する｡被

勾留者の外界との接触の制限に関する捜査指揮者または検察官の決定に

対する裁判所の審査についても同様である｡ (1998:601)

第 25章 旅行禁止および届出義務について (章名は法律 1981:1294

によりこの文言となる｡)

第 1条 拘禁が伴いうる犯罪について合理的に疑われ､かつ犯罪の性質､

被疑者の行状 ･環境またはその他の事情にかんがみ､彼が逃亡またはそ

の他の方法で法的手続または刑罰を免れる危険が存するが､しかしその

他の点においては彼を逮捕または勾留するまでの理由は存しない場合､そ

れで足 りるときは代わりに許可なしに指示された滞在場所を去ることを禁

止する旨 (旅行禁止)､または一定の日時ごとに指示された警察機関に届

出をすべき旨 (届出義務)を命ずることができる｡犯罪の性質にかかわり

なく､被疑者が王国から離れることによって法的手続または刑罰を免れ

る危険が存するときも､旅行禁止または届出義務の決定をすることがで

きる｡

ある者に対して勾留または逮捕の理由が存在するが､しかしその目的が

旅行禁止または届出義務によって充足しうると考えられるときは､第1項

に係る場合以外においてもこれに関する決定をすることができる｡

旅行禁止または届出義務は､この措置のための理由が､被疑者にとっ
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て措置が意味する侵害もしくはその他の不利益または他の対立する利益

を超えるときにのみ称することができる｡(1989:650)

第 2条 旅行禁止または届出義務に関連して､被疑者に対し一定の日時

にその住居または執務場所において面接可能でなければならない旨命ずる

ことができる｡被疑者の監視のために必要なその他の条件を定めることも

できる｡さらに旅行禁止は届出義務と結合させることもできる｡

届出義務については､その他に本法の適用にあたって旅行禁止につい

て定めるところが妥当する｡(1981:1294)

第3条 旅行禁止は検察官または裁判所が発する｡

旅行禁止の問題は､検察官の申立てに基づき､または裁判所が被疑者

の勾留もしくはその継続 〔の可否〕について決定するとき､裁判所によっ

て取り上げられる｡訴追後は被害者の申立てまたは職権で取り上げるこ

ともできる｡

旅行禁止の問題が裁判所に提起されたときは､できる限り速やかにこ

れに関する弁論が裁判所の前で行われなければならない｡このような弁論

については第24章第17条に定めるところの適用できる部分が適用され

る｡遅滞が危険を伴うときは､裁判所は直ちに別に定めるまでの間妥当

する旅行禁止を命ずることができる｡(1981:1295)

第4条 旅行禁止の決定は､嫌疑に係る犯罪ならびに被疑者が滞在すべ

き場所の指示およびその他彼が遵守すべき事項に関する情報を包含しな

ければならない｡決定においては､禁止の違反およびこれに結合した条件

の不履行に対する制裁について警告がなされなければならない｡

決定は被疑者に送達されなければならない｡

第5条 旅行禁止が検察官によって発せられたとき､被疑者はこの禁止

に対する裁判所の審査を求めることができる｡この申出が提出されたとき
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裁判所は､できる限り速やかに､かつ著しい支障がないときは遅くともそ

の後4日目に､第3条に係る弁論を行わなければならない｡ただし､この

申出が提出されてから1週間内に本口頭弁論が行われることが定められ

ている場合､裁判所が特別の弁論を行うべき理由が存すると認めないと

きは､弁論は本口頭弁論まで延期することができる｡ (1981:1294)

第6条 裁判所が旅行禁止を発 し､またはこのような禁止を確認する場

合､訴追がまだ提起されていないときは､訴追が提起されるべき期間を定

めなければならない｡この期間はやむを得ず必要と認められるものよりも

長く定めてはならない｡その他の場合においては､訴追は旅行禁止が発せ

られてから1月内に提起されなければならない｡

第 1項に係る期間が不十分と認められる場合､期間の経過前に期間延

長に関する申出がなされるときは､裁判所はこれを認めることができる｡

第 7条 旅行禁止は以下各号の場合には直ちに取 り消されなければなら

ない-

1.第6条に係る期間内に訴追が提起されなかったとき､もしくは裁

判所に期間延長に関する申出が提出されなかったとき､または

2.もはや旅行禁止が妥当すべきなんらの理由も存在しないとき｡

旅行禁止は裁判所によって取 り消される｡ 禁止が裁判所によって発せ

られたものまたは確認されたものでなく､かつ訴追がまだ提起されていな

いときは､検察官も取 り消すことができる｡裁判所は検察官に対し､旅

行禁止またはこれに関連してなされた指示からの一時的例外について決

定することを委ねることができる｡

勾留について第24章第21条に定めるところは､旅行禁止について適

用されなければならない｡(2000:172)

第 8条 上級の裁判所に上訴された事件において旅行禁止の問題が提起

されるときは､裁判所は弁論なしにこの問題について決定することができ
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る｡弁論が必要と認められるときは､できる限り速やかにこれを行わなけ

ればならない｡このような弁論については第24章第17条に定めるところ

の適用できる部分が適用される｡

第9条 旅行禁止の違反またはこれと結合された条件の不遵守があった

ときは､逮捕または勾留のための理由が存在しないことが明らかでなけれ

ば､被疑者は直ちに逮捕または勾留されなければならない｡

第 26章 仮差押えについて (第26章は法律 1981:828によりこの

章名および新たな条文の文言となった｡)

第 1条 ある者が犯罪について合理的に疑われ､かつ彼が逃亡もしくは

財産の隠匿またはその他の方法によって､犯罪に基づき彼に科せられると

考えられる罰金､没収される財産の価値､企業罰金もしくは公共に対す

るその他の補償または被害者に対する補償もしくは損害賠償の支払を免

れることが合理的におそれられるときは､差押えの際債権を充足するのに

相当すると考えられる彼の財産について仮差押えを命ずることができる｡

仮差押えは､この措置のための理由が､被疑者にとって措置が意味す

る侵害もしくはその他の不利益または他の対立する利益を超えるときにの

み決定することができる｡(1989:650)

第2条 仮差押えに関する決定は裁判所が発する｡

仮差押えの問題は､捜査指揮者､検察官または被害者の申立てに基づ

き取り上げられる｡訴追後は裁判所において職権でこの問題を取り上げ

ることもできる｡

被害者の損害賠償またはその他の補償の請求 〔による仮差押〕につい

ては､捜査指揮者または検察官は､請求が彼のもとに届け出られている

ときにのみ仮差押えの申立てをすることができる｡裁判所は申立てに基づ

いてのみそれを命ずることができる｡
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仮差押えの問題が提起されるときは､できる限り速やかにそれに関する

弁論が裁判所の前で行われなければならない｡このような弁論については

第24章第17条に述べるところの適用できる部分が適用される｡ 遅滞が

危険を伴うときは､裁判所は直ちに別に定めるまでの間妥当する措置を

認めることができる｡ (1981:828)

第 3条 裁判所の仮差押えの決定を待つ間捜査指揮者または検察官は動

産を保管することができる｡

遅滞が危険を伴うときは､警察官も上述の措置をとることができる ;

ただし､速やかにこれに関する報告を捜査指揮者または検察官にしなけれ

ばならず､この場合検察官または捜査指揮者は､その財産が引き続き煤

管さゴ1るべきか否かについて直ちに審査 しなければならない｡(1981:

828)

第 4条 捜査指揮者または検察官が動産を保管したとき､またはこのよう

な財産が引き続き保管されるべき旨決定したときは､彼はできる限り速やか

に､かつ遅くともその後5日内に裁判所に仮差押えの申立て (framstallning)

をしなければならない｡このような申立てをしないないときは財産は直ち

に返還されなければならない｡

この申立てが到達したときは､裁判所はできる限り速やかに､かつ著し

い支障がなければ遅くともその後4日日までに第2条に係る弁論を行わ

なければならない｡ただし､申立てが到達してから1週間内に本口頭弁論

が行われることが定められている場合､裁判所が特別の弁論を行うべき理

由が存すると認めないときは､弁論は本口頭弁論まで延期することができ

る｡

仮差押えが決定されたときは､裁判所が異なる定めをしなければ財産は

決定が執行されるまで当該公的機関の保管に委ねられる｡(1981:828)

第 5条 裁判所が仮差押えを命ずる場合､訴追がまだ提起されていない
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ときは､裁判所は訴追が提起されるべき期間を定めなければならない｡こ

の期間はやむを得ず必要とされるものよりも長く定めてはならない｡

定められた期間が不十分と認められる場合､期間の経過前に期間延長

に関する申出がなされるときは､裁判所はこれを認めることができる0

(1981:828)

第6条 第5条に係る期間内に訴追が提起されなかったか､もしくは戟

判所に期間延長に関する申出が到達しなかったか､または債務に対する

担保が提供されたか､またはそうでなくとももはや仮差押えの理由が存在

しないときは､裁判所は直ちにこの措置 〔仮差押え〕を取り消さなければ

ならない｡

事件を判断する場合､裁判所はこの措置を存続させるべきか否かにつ

いて審査する｡裁判所は判決に関連して上述の措置を命ずることもでき

る｡(1981:828)

第7条 旅行禁止に係る第25章第8条の規定も仮差押えについて適用さ

れる｡(1981:828)

第8条 仮差押えの執行については､強制執行法に規定が存する｡裁判

所は必要なときは執行に関するより詳細な定めをすることができる｡

(1981:828)

第 27章 押収､秘密の電信電話聴取等について (章名は法律 1989:

650によりこの文言となる｡)

第 1条 犯罪の調査上有意義であるか､ある者が犯罪により奪われたか､

または犯罪に基づき没収されるべきものと合理的に考えられる物は､押収

することができる｡

本章において物について定めるところは､他に異なる定めが存しない限
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り文書についても適用される｡

本章による強制手段は､この措置のための理由が､被害者にとって描

置が意味する侵害もしくはその他の不利益または他の対立する利益を追

えるときにのみ決定することができる｡ (1989:650)

第 2条 その内容について､第36章第5条に係る公務員 (befattnings-

havare)またはその他の者を証人として尋問することができないと考え

られ､かつ彼または彼のために守秘義務を有する者によって所持される文

書は押収することができない｡被疑者または第36章第3条に係る近親者

のもとで､被疑者と近親者との間または近親者相互間で交わされた文書

について押収することもできないが､しかし問題が拘禁2年よりも軽い刑

罰が定められていない犯罪に関するときはこの限りでない｡(1964:166)

第3条 手紙､電報またはその他の郵便局または電信電話企業のもとに

ある通信物は､犯罪の法定刑が拘禁 1年またはそれを超えるもので､か

つ通信物が名宛人のもとで押収できるときにのみ押収することができる｡

第 4条 法的に正当に被疑者を拘束もしくは逮捕し､または勾留､家宅

捜索､着衣の捜索もしくは身体検査を執行する者は､その際に発見した

物を押収することができる｡

その他の場合に発見 した物は､捜査指揮者または検察官の決定により

押収することができる｡遅滞が危険を伴うときは､このような決定なしに

も第3条に係る通信物の問題でなければ警察官によってもこの措置がと

られる｡

捜査指揮者または検察官以外の者によって押収が執行され､かつ捜餐

指揮者または検察官が押収の決定をしていないときは､この押収を存続

させるか否かを直ちに審査すべき彼のもとに速やかな報告がなされなけれ

ばならない｡(1993:1408)
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第4条a 被害者またはその地位を引き継いだ者が押収された物に対す

る請求を提示し､かつ彼または彼女が押収を受けた者よりもその物に対

する優先権を有することが明らかなときは､捜査指揮者または検察官は

訴追提起前に目的物が彼または彼女に返還されるべき旨決定することが

できる｡

この決定の通知は､直ちにそのもとで押収が行われた者 (denhosvilken

beslagethargjorts)に送付されなければならない｡(2003:163)

第5条 裁判所は､裁判所に提出された物またはそうでなくとも押収が

可能な物の押収を命ずることができる｡

押収の問題は､捜査指揮者または検察官の申立てに基づき裁判所によっ

て取り上げられる｡訴追後は､裁判所は被害者の申立ておよび職権でち

これに関する問題を取り上げることができる｡

裁判所に押収の問題が提起されたときは､できる限り速やかにこれに関

する弁論が裁判所の前で行われなければならない｡このような弁論につい

ては第24章第17条に定めるところの適用できる部分が適用される｡遅

滞が危険を伴うときは､裁判所は直ちに異なる定めがなされるまでの間妥

当する押収について命ずることができる｡

第6条 押収が裁判所の命令なしに執行されたときは､押収により 〔権

利を〕侵害された者 (densomdrabbatsavbeslaget)は､裁判所にこれ

に関する審査を求めることができる｡この申出が裁判所に到達したとき

は､裁判所はできる限り速やかに､かつ著しい支障がなければ遅くともそ

の後4日内に第5条に係る弁論を行わなければならない｡ただし､申出

が提出されてから1週間内に本口頭弁論を行うことが定められており､か

つ裁判所が特別の弁論を行うことを要すると認めないときは､この申出は

本口頭弁論の際に審査することができる｡

第4条aにより被押収物が返還されるべき旨の決定がなされたときは､

押収により 〔権利を〕侵害された者は､この決定に対する裁判所の審査
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を求めることができる｡この審査については第1項に述べるところが適用

される｡目的物に村する請求を提示した者は､この弁論について通知さ

れなければならない｡(2003:163)

第 7条 裁判所が押収を命じ､または執行された押収を確認する場合､

訴追がまだ提起されていないときは､裁判所は訴追が提起されるべき期間

を定めなければならない｡この期間はやむを得ず必要と認められるものよ

りも長く定めてはならない｡

第1項に係る期間が不十分である場合､期間の経過前に期間延長に関

する申立てがなされるときは､裁判所はこれを認めることができる｡

(1994:1412)

第8条 第7条に係る期間内に訴追が提起されなかったか､もしくは期

間延長に関する申立てが裁判所に到達しなかったか､またはそうでなくと

ももはや決定のための理由が存しないときは､決定は直ちに取り消されな

ければならない｡

第4条aにより被押収物を返還すべき旨の決定がなされたときは､そ

のもとで押収が行われた者に対 し第4条a第2項による決定の通知が逮

付されてから3週間後に初めて取り消すことができる｡ただし､この者が

同意するときは直ちに取り消すことができる｡裁判所が第4条aによる目

的物を返還すべき旨の決定を確認するときも同様である｡

ある者が被押収物に対する請求を提示したとき､またはこの物について

第4条aによる目的物返還の決定なしにある措置がとられるべき旨申し

立てるときは､この者に対し押収が取り消されるであろうことを通知して

から3週間後に初めて取り消すことができる｡ただし､この者が同意する

ときは直ちに取り消すことができる｡通知からはそのもとで押収が行われ

た者が判明しなければならない｡この場合には､そのもとで押収が行われ

た者に対し通知することを要しない｡

押収は裁判所によって､または裁判所が押収の発令もしくは確認をし
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ていないときは捜査指揮者もしくは検察官によって取り消される｡押収に

より 〔権利を〕侵害された者が第4条 aによる被押収物が返還されるべ

き旨の決定に対する裁判所の審査を求めたときは､押収は裁判所によっ

て取り消される｡

事件について判断する時､裁判所は押収を存続させるべきか否かにつ

いて審査しなければならない｡事件が判決によって判断されるとき､第3

項は適用されない｡裁判所は判決に関連して押収について決定すること

ができる｡(2005:282)

第9条 裁判所は押収することができ､かつ配送企業に到達することが

予期される送付物を､それが到達したとき 〔その企業において〕押収に関

する問題が判断されるまで保管するよう命ずることができる｡これに関す

る問題は､捜査指揮者または検察官の申立てに基づいてのみ取り上げら

れる｡

この命令は､それが配送企業に送達された日から最長 1月の一定の期

間に安当するものとして発せられなければならない｡命令においては､捜

査指揮者または検察官の許可なしにはこの措置の発令を差出人､名宛人

またはその他の者に知らせてはならない旨が記載されなければならない｡

送付物がこの命令に基づき保管されたとき､配送企業は遅滞なく命令

を申し立てた者に届出をしなければならない｡後者は押収が行われるべき

か否かについて直ちに審査しなければならない｡(1993:602)

第 10条 被押収物は､押収を執行した者によって保管さjtなければなら

ない｡ただし､それが危険なしになされうるか､およびそうでなくとも適

切であるときは､その物を所持者の占有に引き続き委ねることができる｡

所持者の占有に引き続き委ねられる物は､それが明らかに不必要でない

限り押収物として封印され､または標識が付されなければならない｡

その物を押収された者 (denfranvilkenbeslagskett)は､その物を譲渡

し､または押収の目的に反して他の方法で処分することができない｡保管
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されていない物または封印されていない物は異なる定めがされていなけれ

ば所持者において利用することができる｡

押収された物は十分に管理され､かつ取 り替えられたり変更されたりま

たはその他の濫用が行われないよう注意深く監視されなければならない｡

(1981:828)

第 11条 その物を押収される者が押収の際同席していないときは､彼は

遅滞なく押収の事実および押収に関する状況について通知されなければ

ならない｡配送企業のもとにある送付物が押収されたときは､調査上の不

利益なしに可能な限り速やかに､名宛人におよび差出人が知れているな

らばこの者にも通知しなければならない｡(1993:602)

第 11条 a その物を押収される者は､第4条aによる決定がなされるで

あろうことについて教示されなければならない｡このような決定がなされ

ないであろうことが明らかなときは教示を要しない｡(2003:163)

第 12条 押収された郵便もしくは電信の通信物､会計帳簿またはその他

の私文書は､詳細に調査 してはならず､また手紙その他の封繊された文

書は､裁判所､捜査指揮者または検察官以外のものが開封してはならな

い ;ただし､鑑定人もしくは犯罪の調査上用いられるその他の者またはそ

うでなくともその際に尋問される者は､上述の機関の指示により文書を閲

覧することができる｡押収を執行 した者が文書を詳細に調査する権限を

有しないときは､文書は彼によって封印されなければならない｡

ここで問題とされる文書はできる限り速やかに調査されなければならな

い｡郵便および電信の通信物の内容の全部または一部を名宛人に交付す

ることが調査上不利益なしに可能であるときは､文書の謄本または抄本

が遅滞なく彼に交付されなければならない｡

第 13条 押収については､押収の目的およびその状況を示し､ならびに
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被押収物を正確に記載した調書が作成されなければならない｡

押収により 〔権利を〕侵害された者は､その申出に基づき犯罪の嫌疑

に係る情報をも包含す る押収に関する証明書を受領 ･保有する権利を有

する｡

第 14条 旅行禁止について第25章第8条に定めるところは押収につい

て準用される｡

第 14条a 物が刑法第36章第3条により没収されると合理的に考えら

れるときは､その物は押収することができる｡その際は押収に関する本章

の規定が準用される｡(1975:403)

第15条 犯罪の調査を確保するために建築物または室を閉鎖し､特定の

区域への立入 りを禁止 し､ある物の移動を禁じ､またはその他の同様の

措置をとることができる｡

上述の措置については､押収について本章に定めるところの適用できる

部分が適用される｡

第 16条 削除 (1989:650)

第 17条 法律または命令において押収について異なる定めがなされてい

るときは､それが適用される｡

第 18条 秘密の電信電話聴取は､電話番号､コードもしくはその他の電

信電話アドレスから､またはそれへ送受信されるもしくはされた電信電話

の意思表現 (telemeddelanden)を､意思表現の内容の再現のために､技

術的補助手段によって秘密裏に聴取しまたは録音することを意味する｡

秘密の電信電話聴取は､捜査にあたって以下各号の場合に用いること

ができる-
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